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相模原市経済・雇用対策の実施について 

市では、地域経済と雇用を支える産業の活性化に向けて、中小企業支援や雇用対策等の

取組を進めるため、国の「一億総活躍社会の実現に向けて緊急に実施すべき対策等」に連動

する事業等（総額約１５６億円）を「平成２８年度相模原市経済・雇用対策」として実施します。 

 

 

 

 

＊前年度の経済・雇用対策予算 約１５６億円 

 

予算内訳  (詳細は次頁以降のとおりです。) 

１．国の補正予算等に連動する３月補正予算分    （約６億円） ２ページ                   

 

国の「一億総活躍社会の実現に向けて緊急に実施すべき対策等」に基づき、保育人材

の確保を図るための「保育士修学資金貸付等事業」や自治体情報システムの強靭性向上

を図るための「自治体情報セキュリティ強化対策事業」等を実施するほか、地方創生加

速化交付金を活用して、産業用ロボットの導入をより一層促進するための支援事業等を

実施するものです。 

 

２．国の予算等に連動する平成２８年度当初予算分 （約２４億円） ４ページ  

 

消費の下支えを図るため、「年金生活者等支援臨時福祉給付金」等を支給するほか、

保育士等の確保を推進するため、保育士・保育所支援センター事業の実施に加え、潜在

保育士等の再就職支援等を実施するものです。 

 

３．市が独自に取り組む「経済・雇用対策」(主なもの)(約１２６億円)５ページ  

 

「市がんばる中小企業を応援する条例」の趣旨にのっとり、中小企業者の持続的な経

営等の支援のため「低利な融資制度の運用」や「経営革新の促進」、「新事業創出」、「就

労支援」、「商業、農林業の振興」を図るほか、「強固な産業集積基盤を形成するリーデ

ィング産業の誘致推進」等を実施するものです。 

経済・雇用対策の予算 

総 額 約１５６億円 
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１．国の補正予算等に連動する３月補正予算分          （約６億円）                  

 

（１）一億総活躍社会の実現に向けて緊急に実施すべき対策等   ３９４，４１８千円 

 

区分 事業内容 ・ 予算額（単位：千円） 担当課・連絡先 

「希望出生率

1.8」及び「介

護離職ゼロ」に

直結する緊急

対策等 

○介護人材定着確保対策事業    →    ３０，０００ 高齢政策課 

 介護従事者の負担の軽減や介護の効率化を図るため、介護ロボ

ットを導入する介護保険サービスの事業者に対し、導入費用を助

成します。 

769-8354 

○保育士修学資金貸付等事業    →   １４９，４３３ 保育課 

 保育人材の確保を図るため、保育士修学資金、潜在保育士の再

就職準備資金、保育補助者の雇用資金等を貸し付ける際の経費と

して県社会福祉協議会等へ補助します。 

769-9812 

○児童福祉事務運営費・幼稚園運営費  →   ２，３７６ 保育課 

平成２８年度から実施予定の多子世帯、ひとり親世帯等の保育

所、幼稚園等に係る保護者負担の軽減に対応するため、システム

改修を行います。 

769-8341 

○特定不妊治療費助成事業      →    １，２００ 健康企画課 

 治療費が高額となる特定不妊治療について、初回の助成限度額

の引上げ及び男性不妊治療の助成を新設します。 
769-8345 

投資促進・ 

生産性革命 

○自治体情報セキュリティ強化対策事業 → １０２，４０９ 情報政策課 

 総務省が示す自治体情報システムの強靭性向上を図るため、庁

内ネットワーク環境のセキュリティ対策を強化します。 
769-8212 

地方創生の 

本格展開等 

（地方創生加

速化交付金） 

○産業用ロボット導入支援事業   →    ８５，０００ 産業政策課 

 産業用ロボットの中小企業への導入を一層促進するため、ロボ

ット導入支援センターの拡充等を行うほか、ロボット導入補助金

の上限額を増額します。 

769-9253 

○販路開拓支援事業      →      ２４，０００ 産業政策課 

 海外及び国内の展示会に本市のブースを出展し、市内企業の販

路拡大を支援するほか、市内企業が個別に海外の展示会に出展す

る際の費用を助成します。 

769-9253 

合 計 ３９４，４１８  
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（２）債務負担行為設定 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７８，６６５千円 

 
区分 事業内容 ・ 予算額（単位：千円） 担当課・連絡先 

土木事業 

事業の早期着工を図るため、平成２８年度事業について、

契約等の事務手続を行い、事業の前倒し発注を行います。             
①緑土木事務所 

 
775-8818 

○道路舗装整備事業 ②中央土木事務所 

・市道甘草塚東４号① 769-8265 
・市道上溝８３号② ③④ 

・市道大沼６号③ 南土木事務所 

○道路改良事業④ 749-2213 
・市道麻溝台４号 ⑤河川整備課 

○準用河川姥川改修事業⑤ 769-8273 
○都市計画道路等整備事業⑥ ⑥道路整備課 

・古淵麻溝台線  769-9264 
学校施設整備

事業 

○防災対策施設整備事業（防災減災プログラム） 

・小学校屋外便所設置工事 

学校施設課 

707-7051 
＊（２）については、平成２８年３月１日に議決されております。 
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２．国の予算等に連動する平成２８年度当初予算分       （約２４億円）    

 

区分 事業内容 ・ 予算額（単位：千円） 担当課・連絡先 

保育人材の 

確保・育成 

○保育士等確保事業     →       ３２，６１３ 保育課 

 保育士等の確保を推進するため、県、県内政令市等との共同実

施による保育士・保育所支援センター事業の実施に加え、市総合

就職支援センターに保育士等就職支援コーディネーターを配置

し、潜在保育士等の再就職を支援します。 

 また、新卒の保育士向け宿舎を借り上げるために必要となる経

費に係る助成を行います。 

769-9812 

消費税対策・ 

低所得者支援 

○年金生活者等支援臨時福祉給付金 → １，９２０，０００ 地域福祉課 

 「一億総活躍社会」の実現に向け、賃金引上げの恩恵が及びに

くい低所得の高齢者や障害・遺族基礎年金受給者を支援し、個人

消費の下支えに資する目的で、年金生活者等支援臨時福祉給付金

を支給します。 

707-8636 

○平成２８年度臨時福祉給付金   →   ４０５，０００ 地域福祉課 

 低所得者に対し、消費税率引上げ（５→８％）による影響を緩

和し、消費の下支えを図るため、臨時福祉給付金を支給します。 
707-8636 

中小企業支援

（地方創生推

進交付金） 

○産業用ロボット導入支援事業    →   ２５，０００ 産業政策課 

 産業用ロボットの中小企業への導入を一層促進するため、操作

講習等に使用するロボットを増設するほか、産業用ロボットを導

入する企業に対し、費用の一部を助成します。 

769-9253 

○販路開拓支援事業      →       ４，０００ 産業政策課 

 中小企業の販路開拓を支援するため、国内で開催される展示会

への共同出展を行います。 
769-9253 

合 計 ２，３８６，６１３  
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３．市が独自に取り組む「経済・雇用対策」（主なもの）     （約１２６億円） 

 

（１）中小企業等支援・商業対策・・・・・・・・・・・・・ １２，３２１，９０９千円 

 
資金繰りを支援します                    【産業政策課 769- 8237】 

 
 中小企業融資制度、創業支援融資制度及び小規模事業者経営改善資金（マル経  

融資）利子補給制度             （１０，７８５，５９９千円） 

事業の拡充や景気の低迷に伴う中小企業の資金需要に対処するため、市が一定の金額を金

融機関に預け、これに金融機関が独自の資金を合わせて、低利な資金提供を行います。 
金融機関への預託のほか、融資制度利用者に対して利子補給と信用保証料の一部補助を行

います。 
また、「小規模事業者経営改善資金」の利用者に対する利子補給を引き続き実施します。 
 
中小企業融資制度資金名： 

中小企業振興資金、小企業小口資金、環境整備支援資金、体質強化支援資金、

地球温暖化防止支援資金、景気対策特別資金、景気対策特別小口資金、経営安

定支援資金、小企業特別資金、資金繰り円滑化借換資金 
利用者負担利率：０．３％～２．４％ 
信用保証料補助：払込保証料の８０％以内、限度額１０万円 

 
 

 

工業集積を促進します                                      【産業政策課 769- 9253】 
                           

 企業誘致等推進事業              （１，３９３，６６０千円） 

産業集積促進条例に基づき、本市経済をけん引し、強固な産業集積基盤を形成する「リー

ディング産業」の誘致にインセンティブを設ける等、多彩な支援メニューにより奨励金の交

付等を行うとともに、施設整備特別融資制度に基づき資金の預託、利子補給等を行います。 
奨励金：土地取得奨励金、建物建設奨励金、本社移転加算金、市内企業活用奨励金、雇

用奨励金、工業用地継承奨励金 
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中小企業の経営革新を促進します               【産業政策課 769- 9253】 
 

① ロボット産業活性化事業               （１０，０００千円） 

成長分野であるロボット産業の振興のため、産学連携体による協議会を構成し、市内企業

のロボット技術力及び営業力の向上を図ります。 
 
 

 
 

 
 

 

 

 

② 中小企業研究開発補助事業              （１０，１３５千円） 

中小企業の技術力強化や新分野進出を促進するため、新製品・新技術に関する研究開発を

支援します。 
 

③ 新技術実用化コンソーシアム形成支援事業        （６，０００千円） 

市内中小企業及び大学等の連携により構成されるコンソーシアム（共同研究体）を活用し、

新製品・新技術の実用化開発に必要な研修会や試作等を行います。 
 

④ 中小企業技術者育成支援事業              （２，３００千円） 

中小企業（製造業）の技術者の育成を図るための研修等に対し補助します。技術者等が持

つノウハウを市内中小企業に提供することで、技術力や経営力向上を支援します。 
 
⑤ ものづくり企業総合支援事業             （１８，０００千円） 

中小企業診断士等のコーディネーターが、ものづくりを中心とした企業を訪問し、事業者

が求める経営課題の解決に向けて総合的なサポートを行うことで、中小企業の経営の安定と

成長を支援します。 
 

⑥ 海外成長市場獲得支援事業               （６，５００千円） 

国内市場の本格的な回復が見られない中で、成長著しい東南アジアにおいて市内企業の販

路拡大を支援します。 
 
 

 
 
 
 

事業内容 

・ロボット実用化ネットワーク形成事業（先進的なロボット事業

の立ち上げを検討する協議会において、情報提供やセミナーを

開催します。） 
・ロボット技術高度化事業（市内企業と大学等が連携して行うロ

ボット技術の研究を支援します。） 
・販路拡大支援事業（市内企業のロボット技術・製品のＰＲ冊子

等の作成や専門展示会等のイベントへ出展し、ロボット関連企

業の販路開拓を支援します。） 

事業内容 

産業支援機関に事業を委託し、下記の事業を実施します。 

・海外進出希望企業の掘り起こし 
・海外展示会への共同出展支援 
・海外進出支援組織（ＪＥＴＲＯ等）との連携による海外販路開

拓 
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新事業の創出を促進します                  【産業政策課 769- 9253】 
 
① 産学連携支援事業                   （１，５００千円） 

中小企業の新技術・新製品開発や経営改善等への支援を目的に、産学連携による研究開発

や特許情報活用に関する指導・相談等を行います。 
 

② コミュニティビジネス推進事業             （４，０００千円） 

コミュニティビジネスを新たな産業分野と捉え、その普及・促進を図るため、（公財）相

模原市産業振興財団を拠点として支援事業を実施します。 
 

③ 広域連携支援事業                  （１２，０００千円） 

首都圏南西地域産業活性化フォーラムの開催等、自治体の枠を超えた広域的なエリアを対

象に産学官のネットワークの構築を図るとともに、特定分野をテーマにした分科会や、産

学・産産連携のための支援を行います。 
 

④ トライアル発注認定事業                （５，２０３千円） 

市内中小企業者の販路開拓を支援するため、市が優れた新製品を認定し、ＰＲを行うとと

もに、一部を試験的に購入し評価します。 
 
 

観光交流を推進します                    【商業観光課 769- 8236】 
 

① 観光情報多言語化事業                 （２，４８０千円） 

観光ガイドブックをはじめとした既存の観光情報発信ツールを活用し、多言語による観光

情報を発信することで、海外からの観光客誘致を図ります。 
 

② 観光人材育成事業                     （２８８千円） 
本市の多様な地域資源を生かした新たな観光交流を創出することで、交流人口の拡大によ

る地域の活性化を促し、魅力的な都市の形成を目指すため、観光振興の基盤を担う「おもて

なしの心あふれる」人材を育成します。 
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商店街を支援します                     【商業観光課 769-9255】 

 
① 商店街環境整備事業                 （３０，７５２千円） 

商店街の環境整備を図るため、商店街団体等が行う共同駐車場や街路灯の維持管理事業等

に対して助成します。 
 

② 商店街にぎわいづくり支援事業             （８，３２６千円） 

商店街の活性化を図るため、商店街団体等が実施する情報発信事業やイベント事業等に対

して助成します。 
 

③ アドバイザー派遣事業                 （１，７７０千円） 

商店街の活性化を図るため、商店街団体等へ専門的な知識を有するアドバイザーを派遣し、

必要な指導・助言を行います。 
 

④ チャレンジショップ支援事業              （６，２９６千円） 

熱意と創造性にあふれる商業者の創出及び育成並びに地域商業や商店街の活性化を図る

ため、市内の空き店舗を活用しての創業等の意欲的な事業活動を行う方を支援します。  
また、女性の起業希望者に起業に関する知識・ノウハウの習得等の機会を提供し、女性の

起業を促進します。 
 

 

省エネルギー対策を促進します                【環境政策課 769-8240】 
 

① 中小規模事業者省エネルギー設備等導入支援補助金   （１５，０００千円） 

地球温暖化対策推進条例に基づく「地球温暖化対策計画書」を市へ提出した中小規模事業

者を対象に、省エネルギー設備や再生可能エネルギー利用設備等の導入に要する経費の一部

を補助します。 
② 省エネアドバイザー派遣事業              （２，１００千円） 

エネルギー管理士・中小企業診断士等の専門家を事業所へ派遣し、省エネや節電に関する

助言・指導や、地球温暖化対策計画書の作成に係るアドバイス等を行います。 
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（２）雇用対策・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８８，４６６千円 

 

就労を支援します                     【雇用政策課769-8238】 
 

① 無料職業紹介事業                  （４６，２７９千円） 

就職支援センターにおいて、キャリアカウンセリング・職業紹介、求人開拓、求職者支援

講座等を行い、就職が困難な方々の就労を支援します。新たにキャリアコンサルタントを１

名増員し、南区における出張職業紹介などの相談体制を充実させます。 
また、総合就職支援センターを運営し、きめ細かな就労支援を実施します。 

② 若者無業者・フリーター就労支援事業         （１４，７５７千円） 

さがみはら若者サポートステーションで、若者が抱える就労に向けた様々な課題解決を 
図るため、個別相談や若者キャリア開発プログラム、家族セミナー等を実施します。 
また、パーソナル・サポート・センターにおいて、若年無業者等の社会的、経済的自立を

促進するため、交流の場となる居場所を運営するとともに、企業等において体験研修を行い

ます。 
③ 学生・新卒未就職者等就労支援事業           (２７，４３０千円) 

学生・新卒未就職者等を対象に、正規雇用に向けたビジネスマナー研修や市内企業での職場

体験等のプログラムを実施します。 
学生等に対して、魅力ある市内企業の求人情報等を就職支援サイトから発信します。 
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（３）農林業対策・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９９，７３６千円 

 

農業者の育成、農産物の安定供給を促進します     ①～⑥   【農政課769-9233】 
⑥【津久井地域経済課 780-1416】 

 
① 認定農業者育成事業                 （２０，９７３千円） 

農業経営基盤の強化の促進に関する基本構想に基づき、認定農業者の育成に対して助成し

ます。 
 

② 農産物振興対策事業                  （６，６１２千円） 
野菜、果樹等の農産物の生産性向上、経営安定、市内消費の拡大等を図るため、農業用資

材・薬剤の購入等に対して助成します。 
 

③ 営農対策推進事業                   （３，０５２千円） 
農用地区域の耕作放棄地の解消を図るため、相模原市耕作放棄地対策協議会を通じて、農

地の再生・活用等を行います。 
 
④ 農業後継者・担い手確保対策事業           （４０，２４９千円） 

農業後継者、新規就農者等、次代の農業を担う農業者を育成・確保するため、担い手育成

対策交付金及び機構集積協力金の交付などにより、新規就農者の就農後の定着・定住及び農

地の集積・集約化を促進します。 
 

⑤ 農産物流通対策事業                  （２，８００千円） 
市内２農協農産物直売所及び市内３市場への農産物の出荷奨励により市内流通を促進し、

生鮮野菜の安定供給を図るために助成します。 
 

⑥ 有害鳥獣駆除等対策事業               （４４，７００千円） 

農作物等を有害鳥獣による被害から守るため、駆除や追い払い等を実施する団体への支援

や、農業者が農地に防護柵を設置する費用に対し助成します。 
 
 

水源の森林づくりを促進します             【津久井地域経済課 780-1401】 
 

 水源の森林づくり事業                 （８１，３５０千円） 

水源保全地域の森林を健全で活力ある状態に保ち、豊かでおいしい水を安定的に確保する

ため、水源の森林づくりエリアにおける私有林について、自ら森林整備を行う森林所有者と

市が協約を締結し、整備の支援を行います。 
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（４）公共発注等                                 

 
公共発注で市内事業者の受注機会と適切な賃金水準を確保します 

①～③ 【契約課 769-8217】 
④ 【技術監理課 769-9256】 

 

                              【契約課769-8217】 
① 市が発注する工事や物品、役務の調達等における市内事業者の受注機会の確保 

市が発注する工事や物品、役務の調達に当たっては、市内事業者の受注機会の確保を図る

ため、予算の適正な執行や透明かつ公正な競争、契約の適正な履行の確保に留意しながら分

離・分割発注に努めていますが、今後についても可能な限り分離・分割発注に努めます。 
 
② 市が補助、助成する民間事業における市内事業者の受注機会の確保 

市が発注する工事のうち、市内事業者で施工が可能なものは、市内業者を優先的に選定し

発注していますが、市の補助を受ける民間事業者に対しても、こうした市の考えについて指

導しているところであり、引き続き、市内事業者の受注機会の確保を図ります。 
 

③ 市発注工事における市内事業者の下請け活用の促進 

市内業者の受注機会の拡大を図るため、工事の入札公告時や契約時に、第三者に工事を請

け負わせるときは、可能な限り市内業者を選定するよう指導しており、引き続き元請事業者

に対する指導を行います。 
また、総合評価方式の評価項目に地元下請率を設け、自社施工及び市内企業への下請金額

の割合が受注金額の５０％以上である場合に加点しており、設定が可能な案件については、

引き続き適正な運用を行います。 
 

④ 技能労働者への適切な賃金水準の確保         【技術監理課 769-9256】 
平成２８年２月から適用する公共工事設計労務単価が決定され、全国平均で約４．９％上

昇したことを受け、市の労務単価も２月１日付けで同様に引上げを行いました。これに伴い、

２月１日以降に契約した工事等で、改定前の労務単価を適用して積算しているものについて

は、特例措置として改定後の労務単価等を適用して算出された契約金額に契約変更できるよ

う定めました。 
 
 

問い合わせ先 
産業政策課 
０４２－７６９－８２３７（直通） 
＊個別の事業については、各担当課へ

お問い合わせください。 


